２４時間公的介護保障を求める行政交渉の取り組み（福岡弁護団）
担当　國府朋江（弁護士・福岡県）
１　福岡障害問題弁護団の成り立ち
　障害者自立支援法違憲訴訟弁護団のメンバーを中心として、電動車椅子訴訟（心臓機能障害のある方が電動車椅子の補装具費支給申請の却下処分を争った裁判）に取り組んでいたところ、介護保障ネットから福岡県在住の方の事件を打診され、経験がない中、ネットのスタッフの助言を得ながら取り組む。
　そのほかの介護保障事件や学習権侵害の国家賠償訴訟にも取り組む中、弁護団に障害のある方の権利擁護に取り組みたい弁護士が加入し、メンバーが１０名まで増える。
２　福岡障害問題弁護団の取り組み
　介護保障の分野に関しては、福岡障害問題弁護団では５人の方の行政交渉のお手伝いをしてきました。
（１）福岡県久留米市の脳性麻痺の方
[bookmark: _GoBack]　　脳性麻痺のため四肢に麻痺がある５０代の一人暮らしの方。車椅子で移動し、自力では座位の保持もできず（障害支援区分６）、自宅内で車椅子に乗っている時に車椅子からずり落ちて、ヘルパーが来るまでそのままの状態で待たざるを得なかったという経験もある。元々は、自分で時間数の交渉をされていたが、１日あたり２０時間までしか公的介護が保障されていなかった。弁護団と共に行政交渉を行い、２０１３年に１日あたり２４時間の介護を受けることができるようになった。
（２）福岡県筑後市の脊髄性筋委縮症の方
　　脊髄性筋委縮症（必要な筋肉がだんだん痩せ細り、力がなくなっていく筋萎縮性の病気）で、一人では腕の高さのテーブルに置かれたプラスチック製の軽いコップを持つことが限界。車椅子を使用し、自分で寝返りを打つことも当然不可能（障害支援区分６）。１日あたり１２時間しか公的介護を受けられておらず、他の時間は、日中は体調が悪い時でもがんばってボランティアの活動に行ってその場で職員さんから事実上支援を受けたり、夜間はボランティアの方に介護をしてもらっていた。弁護団と一緒に交渉することにより、２０１４年に１日あたり２４時間（月７４４時間）の公的介護を得ることができた。
（３）山口県山口市の方
　　ＡＬＳの方で配偶者が同居していたが、配偶者に介護の負担がかかり、限界にあった。車椅子を使い、身体の中でわずかに動くのは足だけで（障害支援区分６）、足でトラックボールを操作してパソコンに文字を入力していた。
　　介護保険のみを利用しておられ、１日に2回、１．５時間ずつヘルパーによる介助を受けていたが、それ以外の時間は、介護の素人である配偶者が一人で担っており、全介助が必要な本人を支えるには肉体的、精神的な限界がきていた。弁護団とともに交渉することにより、１日２４時間に加え、外出時に必要な二人介助分も合わせて合計８７２時間の公的介護を得ることができた。
（４）福岡県北九州市の方
　　脳性麻痺のため四肢麻痺があり、一人では日常生活に必要なすべての行為を行うことができない（障害支援区分６）。１日あたり１９時間に加え、緊急時のために月３０時間を上限として支給されていた。夜間ヘルパーが不在になるため、ヘルパーを派遣している事業所が持ち出しでヘルパーを派遣していた。
　　弁護団と共に行政交渉を行うも支給が認められず、審査請求を行ったが処分の違法性は認められなかった。
（５）福岡県筑紫野市の方
　　頸椎損傷により首から下が全く動かすことができず（障害支援区分６）、自宅においては本人の生活を支えることができないため、１０年以上社会的入院をしていた。
　　入院で一生を終えることなく、社会に出て一人暮らしをするため、申請。８３４時間の公的介護が認められた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
